
次世代育成支援のための新たな制度体系の検討について

○ 国民の結婚・出産・子育てに関する希望と現実の乖離を解決するためには、「就労」と「結婚・出産・子育て」の二者択一
構造の解決が不可欠であり、①働き方の改革による｢仕事と生活の調和｣の実現と、②仕事と子育ての両立、家庭における
子育てを支援する社会的基盤の構築の２つの取組を「車の両輪」として取り組むことが必要。

○ このため、仕事と生活の調和の実現と、希望する結婚・出産・子育ての実現を支える給付・サービスを、体系的・普遍的
に提供し、必要な費用について、次世代の負担とすることなく、国・地方公共団体・事業主・個人の負担・拠出の組合わせ
によって支える具体的な制度設計の検討に直ちに着手の上、税制改革の動向を踏まえつつ速やかに進めるべき。

○ 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略を踏まえ、社会保障審議会に少子化対策特別部会を設置（平成19年12月）。

平成２０年３月より新たな制度設計に向けた検討を開始。 （※3月までは重点戦略で示された｢先行して取組むべき課題」について検討。）

○ 平成２０年５月２０日に新たな制度設計に向けた「基本的考え方」をとりまとめ。

社会保障審議会 少子化対策特別部会における検討
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山 縣 文 治 大阪市立大学生活科学部教授
山 本 文 男 福岡県添田町長
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（五十音順 敬称略）

○ 同年９月より議論を再開し、「基本的考え方」に基づき、具体的制度設計を本格的に開始。
○ １２月９日に、保育制度のあり方を中心とする「第１次報告」（案）を提示。
○ 本年の早い時期に第１次報告のとりまとめを目指し、現在、議論を深めているところ。
○ 第１次報告のとりまとめ後も引き続き、更なる詳細設計を続ける予定。

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（平成19年12月少子化社会対策会議決定）
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